８　給与等の引き上げについて
（１）引き上げ実施状況及び項目
給与等の引き上げを実施した事業所は88.0%、実施していない事業所は12.0%となっている。
引き上げを実施した事業所を企業規模別にみると、「1,000人以上」が92.6%と最も高く、「10人～29人」が81.2%と最も低くなっている。

また、産業分類別にみると、「学術研究、専門・技術サービス業」が95.2%と最も高く、「生活関連サービス業、娯楽業」が75.0%と最も低くなっている。
引き上げを実施した項目は、「基本給（定期昇給）」が67.0%と最も高く、次いで「基本給（ベースアップ）」61.4%の順となっている。
「手当」の具体例には、「物価調整手当」、「役職手当」、「資格手当」や「扶養手当」と回答した事業所があった。
「その他」では、「初任給の引き上げ」、「退職金制度の見直し」、「パートタイマーの時給の引き上げ」や「業績による昇給・昇格」と回答した事業所があった。
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1,810 88.0 67.0 61.4 25.6 24.6 3.0 12.0

1,296 86.9 64.1 56.2 21.8 26.7 3.1 13.1

514 90.7 73.8 74.0 34.5 19.3 2.8 9.3

10人～29人 383 81.2 57.9 57.2 20.3 23.2 4.8 18.8

30人～99人 505 87.9 66.2 54.7 23.0 24.1 2.5 12.1

100人～299人 394 89.8 69.5 57.1 24.6 29.4 4.0 10.2

300人～499人 102 89.2 75.8 63.7 28.6 27.5 1.1 10.8

500人～999人 116 90.5 71.4 78.1 27.6 25.7 - 9.5

1000人以上 310 92.6 70.4 74.9 34.8 19.5 2.4 7.4

建設業 116 89.7 78.8 58.7 27.9 26.0 1.9 10.3

製造業 243 91.4 75.2 62.6 31.1 20.3 3.2 8.6

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 83.3 100.0 80.0 40.0 40.0 - 16.7

情報通信業 66 89.4 69.5 64.4 23.7 15.3 3.4 10.6

運輸業、郵便業 99 83.8 60.2 69.9 26.5 24.1 3.6 16.2

卸売業、小売業 360 90.8 70.6 70.6 25.7 20.2 1.2 9.2

金融業、保険業 27 88.9 66.7 79.2 29.2 12.5 8.3 11.1

不動産業、物品賃貸業 50 86.0 60.5 58.1 48.8 16.3 4.7 14.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 95.2 74.7 65.8 20.3 22.8 5.1 4.8

宿泊業、飲食サービス業 61 80.3 61.2 57.1 12.2 16.3 6.1 19.7

生活関連サービス業、娯楽業 48 75.0 58.3 80.6 22.2 13.9 5.6 25.0

教育、学習支援業 97 80.4 64.1 38.5 17.9 19.2 6.4 19.6

医療、福祉 381 87.1 58.4 49.7 22.9 44.9 2.1 12.9

複合サービス事業 18 88.9 87.5 56.3 31.3 12.5 - 11.1

サービス業 155 87.1 59.3 66.7 25.2 11.1 3.7 12.9
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（２）基本給（定期昇給）と基本給（ベースアップ）両方の引き上げ実施状況
「基本給（定期昇給）」と「基本給（ベースアップ）」ともに引き上げを実施した事業所は33.6%となっている。
これを労働組合の有無別にみると、労働組合がある事業所では49.4%、労働組合がない事業所では27.3%となっている。
　　また、企業規模別にみると、「500人～999人」が51.7%と最も高く、「10人～29人」が22.2%と最も低くなっている。
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100人～299人 394 135 34.3

300人～499人 102 38 37.3
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1000人以上 310 149 48.1

建設業 116 44 37.9

製造業 243 96 39.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 4 66.7

情報通信業 66 22 33.3

運輸業、郵便業 99 36 36.4

卸売業、小売業 360 150 41.7

金融業、保険業 27 13 48.1

不動産業、物品賃貸業 50 14 28.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 35 42.2

宿泊業、飲食サービス業 61 11 18.0

生活関連サービス業、娯楽業 48 16 33.3

教育、学習支援業 97 16 16.5

医療、福祉 381 95 24.9

複合サービス事業 18 9 50.0

サービス業 155 47 30.3
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（３）引き上げ実施理由
引き上げを実施した理由は、「人材確保または定着のため」が71.6%と最も高く、次いで「物価上昇への対応」55.6%の順となっている。
「その他」では、「最低賃金引き上げのため」と回答した事業所があった。

[image: image3.emf]1 2 3 4 5

賃

上

げ

機

運

の

高

ま

り

物

価

上

昇

へ

の

対

応

人

材

確

保

ま

た

は

定

着

の

た

め

業

績

向

上

（

見

込

み

含

む

）

の

た

め

そ

の

他

件 ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 88.0 35.7 55.6 71.6 18.5 7.2

1,296 86.9 33.5 51.3 71.4 18.4 7.4

514 90.7 41.0 65.9 72.1 18.7 6.9

10人～29人 383 81.2 28.6 48.6 69.1 18.0 7.4

30人～99人 505 87.9 29.1 48.9 70.3 18.5 8.1

100人～299人 394 89.8 34.2 57.1 72.6 17.2 7.1

300人～499人 102 89.2 45.1 70.3 80.2 13.2 3.3

500人～999人 116 90.5 37.1 61.9 77.1 18.1 8.6

1000人以上 310 92.6 51.9 64.8 70.4 22.3 6.6

建設業 116 89.7 30.8 62.5 81.7 23.1 1.0

製造業 243 91.4 40.1 67.1 73.4 21.6 2.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 83.3 40.0 60.0 80.0 40.0 -

情報通信業 66 89.4 32.2 57.6 84.7 23.7 1.7

運輸業、郵便業 99 83.8 26.5 59.0 74.7 7.2 7.2

卸売業、小売業 360 90.8 47.4 64.8 72.2 22.6 4.0

金融業、保険業 27 88.9 75.0 75.0 70.8 16.7 -

不動産業、物品賃貸業 50 86.0 23.3 48.8 76.7 41.9 4.7

学術研究、専門・技術サービス業 83 95.2 36.7 59.5 64.6 13.9 10.1

宿泊業、飲食サービス業 61 80.3 30.6 46.9 67.3 24.5 2.0

生活関連サービス業、娯楽業 48 75.0 36.1 58.3 72.2 25.0 2.8

教育、学習支援業 97 80.4 21.8 38.5 62.8 17.9 11.5

医療、福祉 381 87.1 28.0 36.1 70.5 11.1 17.8

複合サービス事業 18 88.9 31.3 62.5 68.8 6.3 6.3

サービス業 155 87.1 36.3 61.5 63.7 14.8 5.9
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（４）今後の引き上げ実施予定及び項目

今後、引き上げの実施を予定している事業所は76.9%、予定していない事業所は23.1%となっている。
実施を予定している項目は、「基本給（定期昇給）」が58.8%と最も高く、次いで「基
本給（ベースアップ）」46.2%の順となっている。
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1,810 76.9 58.8 46.2 18.0 9.5 9.6 23.1

1,296 76.4 57.5 46.8 19.2 10.2 7.2 23.6

514 78.0 62.1 44.6 15.0 7.7 15.7 22.0

10人～29人 383 70.2 50.9 52.4 24.9 10.8 6.3 29.8

30人～99人 505 78.8 59.0 46.5 20.6 9.8 7.0 21.2

100人～299人 394 82.0 60.7 39.3 13.6 9.9 9.9 18.0

300人～499人 102 78.4 67.5 51.3 18.8 6.3 3.8 21.6

500人～999人 116 71.6 61.4 49.4 13.3 9.6 8.4 28.4

1000人以上 310 76.8 60.9 45.0 13.0 8.0 19.7 23.2

建設業 116 77.6 63.3 42.2 18.9 7.8 10.0 22.4

製造業 243 83.5 70.0 47.3 20.7 7.9 5.4 16.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 66.7 75.0 50.0 25.0 - - 33.3

情報通信業 66 80.3 54.7 58.5 20.8 7.5 7.5 19.7

運輸業、郵便業 99 76.8 57.9 48.7 17.1 11.8 15.8 23.2

卸売業、小売業 360 79.7 64.8 46.3 16.7 4.5 9.4 20.3

金融業、保険業 27 63.0 76.5 70.6 5.9 23.5 11.8 37.0

不動産業、物品賃貸業 50 74.0 56.8 29.7 27.0 5.4 16.2 26.0

学術研究、専門・技術サービス業 83 77.1 60.9 40.6 17.2 10.9 20.3 22.9

宿泊業、飲食サービス業 61 77.0 57.4 61.7 17.0 6.4 - 23.0

生活関連サービス業、娯楽業 48 70.8 50.0 47.1 20.6 5.9 11.8 29.2

教育、学習支援業 97 72.2 54.3 41.4 10.0 8.6 10.0 27.8

医療、福祉 381 71.7 48.0 44.3 17.9 15.4 8.4 28.3

複合サービス事業 18 83.3 60.0 6.7 - 13.3 33.3 16.7

サービス業 155 78.1 51.2 49.6 20.7 12.4 9.1 21.9
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（５）引き上げ率、額、引き上げ前の平均賃金額

基本給の引き上げ率は、3.98％、引き上げ額は11,423円、平均賃金額（引き上げ前）は287,317円となっている。
引き上げ率を労働組合の有無別にみると、労働組合がある事業所では4.06%、労働組合がない事業所では3.95%となっている。
引き上げ率を企業規模別にみると、「100人～299人」が4.99%と最も高く、「30人～99人」が3.37%と最も低くなっている。
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531 3.98 11,423 287,317

403 3.95 11,313 286,477

128 4.06 11,769 289,962

10人～29人 134 3.72 10,427 279,975

30人～99人 168 3.37 10,078 298,675

100人～299人 116 4.99 13,786 276,413

300人～499人 30 4.55 13,437 295,360

500人～999人 32 4.27 11,883 278,592

1000人以上 51 3.94 11,622 294,741

建設業 38 3.65 11,571 317,244

製造業 103 4.08 11,130 273,033

　電気・ガス・熱供給・水道業 2 11.23 31,000 276,085

情報通信業 24 6.39 19,588 306,641

運輸業、郵便業 29 2.61 7,453 285,164

卸売業、小売業 91 4.52 12,981 287,099

金融業、保険業 4 5.04 14,768 292,877

不動産業、物品賃貸業 18 3.06 8,932 291,677

学術研究、専門・技術サービス業 27 2.06 10,199 496,293

宿泊業、飲食サービス業 17 4.28 11,122 259,739

生活関連サービス業、娯楽業 10 4.67 11,429 244,533

教育、学習支援業 17 10.95 30,514 278,715

医療、福祉 105 2.98 7,388 247,536

複合サービス事業 2 2.36 7,382 312,371

サービス業 44 3.67 10,046 273,723
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※単純平均）
（６）引き上げの原資

引き上げの原資は、「コスト削減」が34.3%と最も高く、次いで「価格転嫁」26.4%の順となっている。
「その他」では、「内部留保」や「国からの助成金」と回答した事業所があった。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 88.0 26.4 20.8 9.5 34.3 9.5 4.6 16.2

1,296 86.9 26.6 21.0 10.8 31.4 8.3 5.9 16.4

514 90.7 26.0 20.2 6.2 41.2 12.4 1.5 15.7

10人～29人 383 81.2 26.4 19.0 8.7 31.2 7.1 8.4 13.2

30人～99人 505 87.9 26.8 18.9 9.9 31.3 5.0 6.5 17.3

100人～299人 394 89.8 29.7 21.8 11.0 35.9 12.7 3.7 17.5

300人～499人 102 89.2 29.7 26.4 14.3 39.6 6.6 2.2 13.2

500人～999人 116 90.5 18.1 21.9 7.6 29.5 9.5 1.9 23.8

1000人以上 310 92.6 23.7 22.3 7.0 40.4 16.4 0.3 14.3

建設業 116 89.7 32.7 20.2 11.5 41.3 10.6 1.9 10.6

製造業 243 91.4 50.5 21.2 12.2 42.3 8.1 7.7 9.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 83.3 - - - 60.0 40.0 - 20.0

情報通信業 66 89.4 28.8 44.1 16.9 28.8 16.9 1.7 11.9

運輸業、郵便業 99 83.8 43.4 22.9 13.3 36.1 8.4 4.8 12.0

卸売業、小売業 360 90.8 24.2 36.1 11.3 43.7 11.9 4.3 5.5

金融業、保険業 27 88.9 12.5 12.5 12.5 37.5 25.0 - 16.7

不動産業、物品賃貸業 50 86.0 18.6 34.9 14.0 27.9 11.6 4.7 11.6

学術研究、専門・技術サービス業 83 95.2 19.0 26.6 15.2 26.6 6.3 2.5 17.7

宿泊業、飲食サービス業 61 80.3 40.8 10.2 6.1 32.7 8.2 4.1 4.1

生活関連サービス業、娯楽業 48 75.0 36.1 22.2 5.6 38.9 8.3 5.6 11.1

教育、学習支援業 97 80.4 15.4 6.4 7.7 26.9 7.7 2.6 24.4

医療、福祉 381 87.1 7.2 6.3 1.8 23.5 7.5 5.7 37.7

複合サービス事業 18 88.9 - - - 56.3 - - 12.5

サービス業 155 87.1 34.8 16.3 11.9 26.7 8.1 4.4 10.4
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（７）引き上げを実施していないかつ今後引き上げを実施する予定もない理由

引き上げを実施していないかつ今後引き上げを実施する予定もない理由は、「業績の改善（見込み含む）が見られない」が43.4%と最も高く、次いで「今後の経営環境・経済状況の見通しがたたない」39.0%の順となっており、「その他」では、「本部の指示」、「業務受託料での運営のため、引き上げにくい」と回答した事業所があった。
引き上げを実施していないかつ今後引き上げを実施する予定もない事業所を企業規模別にみると、「10人～29人」が14.4%と最も高く、「1,000人以上」が5.5%と最も低くなっている。
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件 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

1,810 8.8 27.7 43.4 28.9 39.0 23.3 11.9

1,296 9.3 27.5 43.3 34.2 41.7 20.8 11.7

514 7.6 28.2 43.6 12.8 30.8 30.8 12.8

10人～29人 383 14.4 34.5 29.1 29.1 43.6 27.3 16.4

30人～99人 505 8.7 25.0 59.1 45.5 43.2 20.5 2.3

100人～299人 394 6.6 11.5 50.0 15.4 46.2 15.4 11.5

300人～499人 102 7.8 25.0 62.5 - 37.5 12.5 25.0

500人～999人 116 7.8 33.3 66.7 33.3 11.1 11.1 11.1

1000人以上 310 5.5 35.3 17.6 17.6 17.6 41.2 17.6

建設業 116 6.9 25.0 37.5 50.0 25.0 62.5 -

製造業 243 7.0 47.1 70.6 23.5 41.2 5.9 5.9

　電気・ガス・熱供給・水道業 6 16.7 - 100.0 100.0 100.0 - -

情報通信業 66 6.1 - 50.0 - 50.0 - 50.0

運輸業、郵便業 99 12.1 33.3 41.7 50.0 33.3 41.7 -

卸売業、小売業 360 7.2 23.1 42.3 23.1 50.0 19.2 11.5

金融業、保険業 27 11.1 - - 33.3 33.3 33.3 -

不動産業、物品賃貸業 50 12.0 16.7 50.0 33.3 - 16.7 16.7

学術研究、専門・技術サービス業 83 4.8 - - 50.0 - 25.0 50.0

宿泊業、飲食サービス業 61 16.4 50.0 40.0 30.0 40.0 40.0 10.0

生活関連サービス業、娯楽業 48 16.7 50.0 37.5 12.5 37.5 25.0 12.5

教育、学習支援業 97 11.3 9.1 36.4 - 18.2 18.2 27.3

医療、福祉 381 8.1 19.4 41.9 22.6 54.8 16.1 9.7

複合サービス事業 18 11.1 - 50.0 - 50.0 - -

サービス業 155 10.3 43.8 43.8 56.3 31.3 31.3 12.5

産

業

分

類

区分

 

事

業

所

数

引

き

上

げ

を

実

施

し

て

い

な

い

か

つ

今

後

引

き

上

げ

を

実

施

す

る

予

定

も

な

い

複数回答有

令和６年（全体）

労組なし

労組あり

企

業

規

模



